
令和５年４月 入札契約制度の改正について 
 

令和５年４月１日以降に締結する契約の案件から、工事請負契約約款を改正します。

また、低入札対策の強化を図るため、国、県の取扱いに準じて、低入札に係る「調査 

基準価格及び最低制限価格」の算定式の見直しを行い、算定に使用する一般管理費等の 

参入率を「５５％」から「６８％」に引き上げました。併せて、算定式の基となる工種（機 

械設備、電気設備及び電気通信工事）を追加しました。（令和５年４月１日以降の公告か 

ら対象） 

 

工事請負契約の契約約款の改正 
 

○改正内容について（第３０条関係） 

工事目的物の引渡し前に、不可抗力により工事目的物、仮設物又は工事現場に

搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは、発注者が損害

合計額のうち請負代金額の１００分の１を超える額を負担することとされている

ところ、災害応急対策又は災害復旧に関する工事における損害については、発注

者が損害合計額を負担するものとすることとしたもの。 

 

最低制限価格・低入札価格調査基準価格 
【令和５年４月１日以降の公告から対象】 

 

最低制限価格及び低入札価格調査基準価格 

工 種・ 
業務委託 

算定式 

土木、水道、

舗装等の工事

及び業務委託 

予定価格算定上の（直接工事費×９７％＋共通仮設費×９０％＋ 

現場管理費×９０％＋一般管理費等×６８％）の合計額（千円未満

切り捨て）×１.１０（消費税及び地方消費税） 

建築工事及び

建築設備工事 

予定価格算定上の（直接工事費×９０％×９７％＋共通仮設費× 

９０％＋（直接工事費×１０％＋現場管理費）×９０％＋一般管理

費等×６８％）の合計額（千円未満切り捨て）×１.１０（消費税及

び地方消費税） 

機械設備工

事、電気設備

工事及び電気

通信工事 

予定価格算定上の（機器単体費×９０．７％＋直接工事費×９７％

＋共通仮設費×９０％＋現場管理費×９０％＋一般管理費等× 

６８％）の合計額（千円未満切り捨て）×１.１０（消費税及び地方

消費税） 

※ 業務委託は、予定価格が１，０００万円以上の公共土木施設維持管理等業務（草刈・剪

定）をいいます。 

※ 上記算定式により算出した額が、 

  予定価格の１０分の９．２を超える場合は１０分の９．２（千円未満切捨）に相

当する額、１０分の７．５に満たない場合は１０分の７．５（千円未満切上）に

相当する額とします。 

※ その他特殊工事については、別途算定式を設定する場合があります。 


